
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

％

別　紙

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

うち、先駆的事業 -                       

536,380           

-                       2,318,690           

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

7,915,244           

536,380              

-                       -                     

63,195,034       合計

7,485,923           

１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業

-                       

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

事業名（事業メニュー）

-                       -                     

63,195,034                                                                

2,318,690         

40                                                                  

70,066,534                                                                

16,422,927         25,057,840         

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。）

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

63,195,034                                                                

41,480,767       

都道府県 市町村 合計

-                       3,458,030           3,458,030         

31                    ％

都道府県決算（見込み）

管内市町村決算（見込み）

159,128,783                                                              消費者行政決算総額（見込み）

支出等額

31                    

15,401,167       

24,445,230       38,749,804       

-                       -                       

89,062,249                                                                

40                                                                  

％

-                     

支出等割合 ％



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円

7,146

15

52

4

19

対象人員数計

県

25,057,840

管内市町村 18

11,920

人

16,422,927

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

管内市町村

人日

追加的総業務量（総時間）

管内市町村 34

県

追加的総費用

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

自治体参加型

人 人

県

人日 人日

事業実施自治体

対象人員数
（報酬引上げ）

人日

人

法人募集型

事業実施自治体

管内全体の研修参加・受入（実績）



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

6,791,000 24,445,230 30,482,000 23,691,000 - 

交付金等対象経費

18,791,430 

93,000 93,000 300 300

7,461,755

20,181,000

9,164,000 8,799,000 365,000 7,485,623

1,044,000 480,000 564,000 536,380 480,000

5,862,000 16,422,927 10,849,375

交付金等対象経費

基金
（交付金相当分）

事業経費

5,573,552

事業計画 事業の実績

28年度
補正予算

29年度
本予算

基金
（交付金相当分）

29年度
本予算

28年度
補正予算

56,380

事業（実績）の概要

- 

23,868

5,653,800 

事業経費

14,319,000

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

合計

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

事業名（事業メニュー）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

対象経費（実績） 事業強化・機能強化の成果

消費者教育の観点から、体験型・参加型を中心とする啓発事業を実施

年間研修総日数

①消費生活相談員４名を増員し、11～12人/日体制
②消費生活相談員の報酬引き上げ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

事業計画

①報酬、共済費、報償費
②報酬

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

旅費、資料等購入・作成費、会場借上費

旅費,関連書籍購入費 法執行に係る旅費、関係書籍の購入

県センターに苦情処理専門員（弁護士）を設置

参加者数

人日

人

自治体参加型

参加希望者数

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

人

人

実績

年間研修総日数

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

実地研修受入希望人数

人

人日

人日

人日年間研修総日数

法人募集型

年間研修総日数

事業名（事業メニュー）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業 報償費

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

実施形態
研修参加・受入要望

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

研修参加・受入

実地研修受入人数



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

交付金等対象経費

600,000

36,778,340 66,806,812 

事業経費

1,038,000

29年度
本予算

28年度
補正予算

桜井市,三郷町,斑鳩町,安堵町,三宅町,明日香村

奈良市,橿原市

事業の実績

交付金等対象経費

基金
（交付金相当分）

2,030,000

28年度
補正予算

事業経費
基金

（交付金相当分）

2,550,718 1,865,149

事業計画

29年度
本予算

1,036,800

556,081

2,318,690

1,036,800

2,643,790 2,716,790

35,875,033 - 2,874,771 

25,057,840

- 

奈良市,大和高田市,大和郡山市,天理市,橿原市,桜井市,五條市,御所市,生駒市,香芝市,
葛城市,平群町,三郷町,斑鳩町,安堵町,川西町,三宅町,田原本町,明日香村,上牧町,王寺
町,河合町

3,243,790 70,739,895 

93,848 93,848100,000160,000

7,821,39610,064,092

25,785,000

奈良市,大和高田市,大和郡山市,橿原市,桜井市,五條市,生駒市,葛城市,平群町,三郷町,
安堵町,川西町,田原本町,明日香村,上牧町,王寺町,広陵町,河合町,黒滝村,天川村,野迫
川村,東吉野村

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

大和郡山市

12,357,882

51,214,117

3,193,250

50,344,564

7,825,340

1,038,000

実施市町村

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

事業名（事業メニュー）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

合計

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

2,776,646

奈良市,大和高田市,大和郡山市,橿原市,桜井市,五條市,御所市,生駒市,香芝市,葛城市,
宇陀市,安堵町,川西町,三宅町,田原本町,明日香村,上牧町,王寺町,広陵町,河合町,十津
川村



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

2,874,771                       

交付金相当分 円

円

円

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

相談員賃金6,242,040、相談員社会保険料1,507,630、子ども・子育て拠出金23,529、臨時職員賃金966,120【交付金】1名（平成22年度より基金で追加配備）の相談員を配置　1,380,000円（交付金）相談員報酬（勤務
日数増加分942,960円、通勤手当相当分184,460円、報酬引上げ分95,520円）【交付金】消費生活センター設置に伴う相談員の報酬及び通勤費の追加的費用
(～H21年度：週2日、H22年度：週4日、H23年度～：週5日)、ホットライン開設、PIO-NET導入による作業量の増加、研修参加に伴う相談員の報酬
・報酬：3,070,000円、交通費：66,163円・開設時間延長、窓口開設日拡充に係る相談員報酬3,810,000円【交付金】
・勤務日以外の研修参加にかかる相談員報酬28,000円【交付金】相談員（月曜日勤務）　10,000円×44日＝440,000円【交付金】
相談員（木曜日勤務）　2,500円×48日＝120,000円【交付金】
※日額10,000円に対する交付金対象相談員報酬(510,000円)【交付金】相談員の社会保険料（1,529,000円）【交付金】1,389,000円【交付金】
内容詳細：相談員報酬（月・水・金曜日分）【交付金】毎週１回の相談窓口を開設(318,000円)。消費生活相談窓口を週２日、相談員を２名体制で開設する【交付金309,000】相談員の賃金　【交付金】　 169,558円【交付
金】賃金236,000円相談員賃金【交付金】　２６１，０００円相談員報酬　8,500円→10,010円　　　引き上げ分1,510円×99日 【交付金】相談員の配置（交付金）　189,000円９７，０００円（報酬日額増額分１，０００円×９７日
分）【交付金】2,000円／１時間　週１回窓口開設　現在の賃金水準を保持。
63,000円相談回数の拡充　週１回から週２回　資金及び通勤手当【交付金：437,180】第2木曜日　AM１０:00～PM３：００まで開設　5,000円×2人/日　168,000円

講師報償390,000、出前講座配布用パンフレット等993,542、出前講座資料送付用郵便料56,000、出前講座駅看板広告885,600【交付金】成人式等のイベントや、研修会開催時に配布する啓発チラシを作成　135,000
円（交付金）消費者被害防止対策機器購入費補助金（95,612円）、消費者問題法律相談委託料（453,600円）【交付金】・セミナー、リーダー養成講座、消費者スクール等の講座開催に伴う経費 講師料：60,000円/会
場借上料：36,780円/通行料金4,020円/備品購入費：43,880円・消費者教育・啓発に伴う経費 消耗品費：304,622円/消費者問題啓発団体に対する啓発事業委託料：50,000円・出前講座12,000円【交付金】小中学生
向けネットトラブル啓発クリアファイル　194,400円（全校生徒1,500名） 【交付金】消費生活問題啓発講演会開催に伴う講師謝礼（300,000円）、啓発パンフレット・訪問販売お断りシール作製・配布（1,244,000円）、迷惑
電話（特殊詐欺）防止装置設置に係る補助金（153,000円）【交付金】【交付金】悪質商法、架空請求等から身を守る啓発物を配布(497,340円）。消費者生活啓発用パネルの作成【交付金】　Ｂ１・脚付　10セット（77,760
円） 消費者啓発パンフレット修正印刷【交付金】　3種類・各1,200部（412,000円） 消費者啓発出前講座の開催【交付金】全4回（32,240円） 消費者啓発講演会の開催【交付金】全1回（160,000円)啓発物品の作成・
34,000円住民に対する啓発物品の配布・出前講座にかかる諸費用　【交付金】　156,542円　【交付金】需用費（啓発物品）40,000円啓発用パンフレット等印刷費【交付金】　０円「くらしの豆知識」の作成145,800円の内
141,000円が交付金対象額  【交付金】消費者被害防止のための啓発パンフレット作成（交付金）　207,000円２９，０００円（高齢者向け啓発チラシ３００部作成）【交付金】広報を行うため、マグネットバーワイドサイズに、
相談窓口を明記し配布した。
100,000円消費者教育や啓発　啓発物品の購入及び配布【交付金：119,000】需用費（印刷製本費）49,000円【交付金】カレンダー印刷費　9,000円【交付金】
全戸配布費　8,000円【交付金】ｵﾘｼﾞﾅﾙﾏｽｸ2枚入り142.56円×1,000個配布＝142,560円（内今年度対象経費47，000円）

消費生活相談助言委託料777,600【交付金】弁護士による相談助言援助委託事業H29.4.1～H30.3.31) ：259,200円【交付金】＠20,000×12ヶ月＋消費税

うち都道府県

うち管内の市町村合計

⑧消費生活相談体制整備事業

旅費795,370、研修受講料48,630【基金】増員した相談員を、県センター、国民生活センター主催の研修等に派遣 42,580円（基金）相談員研修旅費（１00,300円）、国民生活センター相談員研修受講料（5,700円）【基
金】【基金】国民生活センターの研修に相談員全員（4名）と行政担当職員1名が参加 77,000円
消費生活センター職員及び相談員に対する研修参加支援に係る経費(旅費・宿泊費・負担金・資料代金)
・相談員分：82,440円　・職員分：　　　0円・消費生活相談員旅費、テキスト代313,040円【基金】県外研修参加　34,400円＋50,720円＋1,240円＝86,360円【基金】
研修参加負担金　2,850円【基金】国民生活センター消費生活相談員研修参加負担金（2,850円）【基金】
消費生活相談員研修等参加旅費（46,100円）【基金】相談員の研修参加旅費等（237,000円）【基金】94,450円【基金】
内容詳細：旅費【基金】県、国民生活センター等主催の専門的研修、県外研修の旅費と研修負担金の支援（16,840円）。消費生活相談員研修参加費（団体が主催する研修）【基金】
全2回（2,240円）：①平成29年度製品安全業務報告会（1,340円）　②市町村消費者行政担当課長会議（900円）研修参加費・旅費・4,220円消費生活相談レベルアップ研修参加　3,920円【基金】相談員のレベルアッ
プのための研修参加旅費　【基金】　13,800円【基金】旅費2,620円相談員研修旅費等【基金】　３７，７３０円研修会参加交通費45,960円、研修受講料2,850円 【基金】消費者生活相談員レベルアップのための研修会
参加（基金）　15,900円６０，９４０円（県内研修１１会場、県外研修４会場の参加交通費）【基金】国民生活センター等への研修普通旅費・研修参加費【基金：103,000】

事業強化・機能強化の成果の概要

35,875,033            

5,653,800                       

円交付金分

うち管内の市町村合計

うち都道府県

8,528,571                       

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

円

講師派遣手数料（50,000円）啓発チラシ印刷代(43,848円）【交付金】

円

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

54,666,463            

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業名（事業メニュー）

・消費生活センター改修工事1,263,600円【交付金】・庁舎児童火災報知設備改修162,000円【交付金】・消費生活センターPIO-NET回線移転修繕243,000円【交付金】・消費生活センター備品整備324,421円【基金】
・消費生活センター周知用パンフレット作成231,660円【基金】書籍購入・10,242円①消費生活相談窓口啓発用封筒印刷　19,764円【交付金】②消費生活相談関係書籍等　26,671円【交付金】相談窓口の整備　　【交
付金】131,646円図書購入【交付金】　５，８７２円消費者行政に関する書籍（交付金） 10,000円

18,791,430            



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

円

円

円

95,933,749           

円

円

うち都道府県

うち管内市町村

6                       

23,050,725

円

90,491,827      

-                    うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

人

円

円

-                        

1

人

56,535,214      

円

4,813,216         

円

-4,516,505        

円

円

147,027,041     

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

％

％

人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） 41,700,000         

うち先駆的事業

人

-                    

人

2

137,633,749        

13,900,000

37.6 ％

73,421,304         

円

25.0

31.5

うち管内市町村

円

円

-                     

円

円

円

-                     

20,988,534        

円

49,610,249        

-3,122,000        

27,800,000

うち都道府県

4

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点）

うち管内市町村

うち交付金等対象外経費

うち交付金等対象経費

5,441,922         

9,958,427         

円

円

50,137,809

円

円

-1,814,582        

15,223,742        

63,195,034           

-                     

円

-                     

-                     

円

円

-                     

-3,456,696        

円

45,621,304

円

円

円

12,101,742        円

円

24,445,230           

6,659,820         

5,265,315         

円

円

円

円

対平成２０年度差

①都道府県の消費者行政決算見込み額 73,188,534      

-                        

円

円

うち交付金相当分取崩対象外経費

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

うち交付金等対象経費

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

25,057,840

うち都道府県

-6,627,798        

70,066,534           49,078,000         

うち交付金等対象の賃料、人件費等

円

今年度 対前年度差前年度平成２０年度

円

38,749,804           

73,838,507      

円

23,050,725

うち交付金等対象外経費 49,078,000

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

円

1,394,505         

うち交付金等対象経費

159,128,783         

円20,244,624

円

円

88,530,000         

40,354,018 円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

50,312,445

円 円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

39,452,000         

39,452,000 円

43,295,349      

円

円

64,212,445         

うち都道府県

うち管内市町村

人

円

④③を含めた交付金等対象外経費

うち管内市町村

円

うち都道府県

円

円

円

2

うち先駆的事業

円

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点） 3                       

33,484,489

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額

うち先駆的事業

円

円

円

円88,530,000         

円

円

7,403,749          

41,480,767           

16,422,927

円

89,062,249           円

10,860,445        円

円

円

70,598,783        

円



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

平成28年度並みの水準を維持。

処遇改善の取組

①報酬の向上

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

前年度末 相談員総数

②研修参加支援

③就労環境の向上

平成28年度並みの水準を維持。

人

具体的内容

今年度末実績

相談員総数 15

人

円

相談員総数 15

円前年度末の基金残高（交付金相当分） 11,147,140                           

円

消費生活相談員の配置 15

11,913                                 

人前年度末

人 今年度末実績相談員総数

今年度末実績人

相談員総数

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

うち委託等の相談員 前年度末

前年度末

人

今年度末実績 相談員総数 15

相談員総数

人

相談員総数

人

円

うち定数外の相談員

うち定数内の相談員

-                                         

8,528,571                             

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

2,630,482                             

今年度の基金積戻し額（交付金相当分）

④その他

円設置当初の基金残高（交付金相当分） 212,000,000                          

円



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

橿原市,桜井市,香芝市

②研修参加支援

①報酬の向上

④その他 ○

橿原市,桜井市,生駒市,香芝市,宇陀市③就労環境の向上 ○

相談員総数

○

今年度末実績 相談員総数

人

○

奈良市,大和郡山市,天理市,桜井市,五條市,香芝市,安堵町,三宅町,田原本町,王寺町,広陵町

奈良市,大和高田市,大和郡山市,天理市,橿原市,桜井市,五條市,御所市,生駒市,香芝市,葛城市,宇陀市,三郷町,安堵町,川西町,三宅町,田原本町,明日香村,王寺町,河合町

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人相談員総数 4947

相談員総数

2

消費生活相談員の配置

人前年度末 相談員総数

人

8うち委託等の相談員

今年度末実績

前年度末

うち定数外の相談員 39

今年度末実績前年度末

人相談員総数前年度末

2

人 今年度末実績相談員総数 8

うち定数内の相談員 人

相談員総数37 人


